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１．はじめに
　世界的な新型コロナウイルス感染症（以
下，COVID-19）パンデミックによる子どもの
心身の健康・発達への影響が懸念されている。
セーブ・ザ・チルドレン（2020）が 37 ヵ国約
25,000 人の子どもと親・養育者を対象に行った
調査では，パンデミックによって 8 割の子ども
の教育機会が失われ，収入の半分以上を失った
世帯の 9 割が医療へのアクセス困難となり，家
庭内の身体的・心理的暴力は 32％に認められ，
暴力は休校により 2 倍に増加するなど，子ども
の権利擁護が困難な状況が明らかになった。
　UNICEF（2021）は，学校給食や心理社会的
支援といった学校を拠点とする子どもの発達や
ケアに不可欠なサービスの混乱，仲間との相互
作用の喪失，日常生活の混乱により不安・スト
レスを引き起こす可能性を指摘している。
　しかし Petretto ほか（2020）は，パンデミッ
ク下の子どもの気持ちや子どもを取り巻く問
題についてはほとんど注目を集めていないと述
べ，Nijman（2021）も社会や政府は成人に焦
点を合わせており，子どもの声はほとんど聞か

れていないと指摘している。
　国連子どもの権利委員会は 2020 年 4 月 8
日に「COVID-19 に関する声明」を発出し，
COVID-19 パンデミックが世界中の子ども，特
に脆弱な状況に置かれている子どもに及ぼす重
大な身体的，情緒的および心理的影響を警告す
るとともに，各国に対して子どもの権利を保護
するよう求めている。
　高度な福祉国家として知られる北欧諸国（ス
ウェーデン，デンマーク，ノルウェー，フィン
ランド，アイスランド）では，COVID-19 が子
どもの生活・学習・発達等に多大な影響を与え
ているなかで，教師・学校教育の意義・役割に
ついて子どもの声を起点として議論されてい
る（能田ほか：2021，髙橋ほか：2022，石井ほ
か：2022）。例えばスウェーデンの Bergdahl ほ
か（2020）は，パンデミックによる子どもの社
会的孤立・精神的傷つき等に対する教師の果た
す意義・役割が過小評価されてはならないこと，
学校教育の日常的なルーティンが子どもの心理
的安定を促進する上でも大きな機能を有してい
ることを強調している。
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　国際的にも性急な学校閉鎖による学習・教育
機会の喪失という反省から，学校を可能な限り
開いて子どもを丁寧に学校システムに再統合
するための措置を講じる必要性や，パンデミッ
クに係る意思決定プロセスにおいて子どもの意
見を聴く機会が提供されるべきという指摘も
なされている（The Committee on the Rights 
of the Child：2020，WHO：2021，The World 
Bank：2022）。
　日本国内では COVID-19 への不安・恐怖，自
粛・我慢を強いられる先行きの見えない生活の
中で，抑うつや孤独・孤立，睡眠・食・生活リ
ズムの乱れ，学校に行きづらいと感じる子ども，
自傷行為，自殺者数の増加など，多様で深刻な
影響が報告されている（国立成育医療研究セン
ター：2021a，大阪府立大学山野則子研究室：
2021）。
　子どもの不安は身体化されやすく，コロナ
禍以前から子どもの「生きづらさ」「からだの
おかしさ」（野井：2021）が問題視されていた
が，長期化するコロナ禍において健康危機・社
会的孤立・経済不況などの多様なストレッサー
が子どもの精神的・身体的な困難を引き起こし
たり，摂食障害などの症状を悪化させる可能性
があるとの指摘も多い。実際，国立成育医療研
究センター（2020a）は 2020 年 4 月～ 5 月に子
ども・保護者約 8,700 人に調査を行い，子ども
の 75％にイライラや集中低下，睡眠の質の低
下等のストレス反応を認め，保護者の 62％に
こころに中等度の負担が認められたと報告して
いる。2021 年 2 ～ 3 月の調査では子どものか
らだの健康は全年齢，こころの健康は中・高生
において 2020 年 4 月の調査開始以降で最も低
いと指摘している（国立成育医療研究センター：
2021b）。
　パンデミックに伴う学校閉鎖や社会的制約は
子どもの「教育や身体活動，社会的発達の機会
を奪われることを意味」し（内海：2020），健
康被害や QOL の低下に繋がることも危惧され
ている（森内：2021）。実際，文部科学省（2021）

「令和 2 年度児童生徒の問題行動・不登校等生
徒指導上の諸課題に関する調査」では，コロナ
禍の 2020 年度に 30 日以上登校せずに不登校と
みなされた小中学生は前年度 8.2% 増の 196,127
人（在籍児童生徒に占める不登校児童生徒の割
合は 2.0％）で過去最多となり，このうち「新
型コロナウイルスの感染回避」により 30 日以
上登校しなかった児童生徒数は，小学校 14,238
人，中学校 6,667 人，高校 9,382 人であった。
障害のある子どもを抽出した数は不明だが，子
ども本人や家族の基礎疾患等のために感染回避
を目的とした自主休校を選ばざるを得ない子ど
もも多く含まれると考えられる。
　このように，世界的な COVID-19 の感染拡大
により社会活動全体に影響が及ぶなかで，長引
くコロナ禍における心理的感情的な苦痛，貧弱
な社会的相互作用，遊びや娯楽の機会の欠如，
封鎖による行動制限は，子どもにおいて膨大な
不安・緊張・抑うつ・ストレス等を蓄積し，そ
れに伴う各種の発達困難を引き起こしているこ
とが想定される。
　障害等のない子どもにとっても子どもの生活
基盤の不安定さ，生活リズム障害，うつ等の心
身の不調等も相まって心身の発達への長期的な
影響が強く懸念されるが，障害児者とその家族
においても日常生活に大幅な制約を受けること
となり，平時に見られた課題がより深刻に現れ，
障害への配慮が不十分であるために引き起こさ
れた困難が随所で発生する事態となっている。
　全国社会福祉協議会・障害関係団体連絡協議
会（2022）が 15 団体を対象に実施したヒアリ
ングによれば，障害特性による課題や共通する
課題，地域間の状況の格差等を見出すとともに，
それらの課題が地域社会のなかで十分に認識さ
れずに，障害等に配慮した対応の不備などが生
じている。しかし，平時から特有の困難や支援
ニーズを有してきた障害・疾病等を有する子ど
もとその家族のコロナ禍における困難・支援
ニーズを十分に把握・対応されてきたとは言い
難く，国内外の調査研究もわずかである。障害・
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疾病等を有する子どもの「いのち・生活・発達」
の困難・リスクを明らかにし，そのなかにあっ
て果たすべき学校教育・発達支援の意義・役割
について検討していく必要がある（髙橋・柴田：
2020，髙橋：2022）。
　さて 2006 年に国連で採択された障害者権利
条約では「第 11 条危険な状況及び人道上の緊
急事態」として「締約国は，国際法（国際人道
法及び国際人権法を含む）に基づく自国の義務
に従い，危険な状況（武力紛争，人道上の緊急
事態及び自然災害の発生を含む）において障害
者の保護及び安全を確保するための全ての必要
な措置をとる」ことを掲げている。
　日本政府は 2014 年に批准後，2022 年 8 月に
初めて条約実施状況審査を受けた。その審査
に基づく国連障害者権利委員会からの勧告で
は，第 11 条に関して「災害対策基本法におい
て合理的配慮の実施，障害者のプライバシー保
護，非差別の権利に関する言及が不十分である
こと」や「COVID-19 の対応と復興計画におい
て，ワクチン，保健サービス，その他パンデミッ
クの悪影響に取り組むための経済・社会プログ
ラムへの平等なアクセスの確保に関しても，障
害の主流化を図り，緊急時に障害者を脱施設化
し，地域社会で生活するための適切な支援を提
供するための措置を採用すること」という文章

が盛り込まれ，コロナ禍等の災害下にあって障
害を「いのち・生活・発達」の阻害要因とし
ないための取り組みが改めて強く求められてい
る（Committee on the Rights of Persons with 
Disabilities：2022）。
　それゆえに本稿では，国内外のレビューを通
して，コロナ禍における知的障害・発達障害を
有する子どもの「いのち・生活・発達」の困難・
リスクを明らかにし，そのなかにあって果たす
べき学校教育や発達支援の意義・役割について，
子どもの声・支援ニーズを中心に明らかにして
いく。
　対象となる研究は「新型コロナウイルス感染
症／COVID-19」「子ども／Children」「特別支援
教育・特別ニーズ教育／special needs education」

「 知 的 障 害／intellectual disabilities」「 発 達 障
害／developmental disabilities, developmental 
disorder」等をキーワードとし，Google Scholar
及び PubMed を用いて，2020 年以降 2022 年 8
月までの国内外の研究・資料を検索した。検索
された 216 件の研究（知的障害 46 件，発達障
害 56 件，特別支援教育・特別ニーズ教育全般
114 件）のうち，研究の手続きが明確であるも
の及び本研究の目的に関連のある 62 件の研究・
資料を採用した（表 1）。本報告にあたり報告
すべき利益相反事項はない。

２．�コロナ禍における障害・疾病等を有する子
どもの「学習・生活・発達」の実態

　コロナ禍における障害児の生活実態は，北海
道教育大学釧路校・特別支援教育研究室（2020）
が COVID-19 流行の初期に休校・生活制限等

による障害児とその家族の生活に関する調査を
行っているが，「メリハリある生活ができなかっ
た」47.7％，「就寝時間や起床時間の遅れや昼
寝等の睡眠リズムが乱れた」44.4％，「食生活
が不規則となった」25.0％などの生活リズム

表 1　コロナ禍における障害・疾病等を有する子どもの発達リスクと発達支援に関する国内外の研究

検索件数
本稿対象の先行研究・資料

採用件数
対象国 内容

国内 国外 レビュー 調査 その他
知的障害 46 14 5 9 0 8 6
発達障害 56 16 8 8 0 11 5
特別支援教育・特別ニーズ教育全般 114 32 23 9 5 15 12
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に関する困難や，「運動不足等，身体を動かす
ことが減った」82.0％，「行動制限や自由にで
きない等でイライラやパニックなどが増えた」
27.9％，「自宅での勉強は学習の遅れや理解度
に不安がある」21.9％などの行動・学習上の困
難を挙げている。保護者自身の「気分転換がな
かなかできなかった」51.2%，「自分が倒れら
れないなど精神的に張り詰めた状態が続いた」
42.8% のように，4 割以上の保護者が精神的に
張り詰め，不安が大きかったことが示されてい
る。
　 丸 山（2021） は，2020 年 6 月 ～ 7 月 に 小
学生から高校生の障害のある子どもの保護者
288 人を対象とする質問紙法調査を実施し，
COVID-19 の流行に伴う休校期間に学校の「受
け入れ」や放課後等デイサービス事業所の開所
が重要な役割を果たしたことを確認し，子ども
の居場所を社会的に確保する必要性と学校・事
業所と子ども・保護者とのコミュニケーション
の重要性を示している。
　学校教育については 2020 年 3 月，内閣総理
大臣から全国一斉の臨時休業を要請されたこと
に伴い，文部科学省（2020a）は「新型コロナ
ウイルス感染症対策のための小学校，中学校，
高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時
休業について（通知）」を発出した。「特別支援
学校等に在籍する障害のある幼児児童生徒に
は，保護者が仕事を休めない場合に自宅等で 1
人で過ごすことができない幼児児童生徒がいる
ことも考えられることから，各教育委員会等に
おいては福祉部局や福祉事業所と連携したうえ
で，地域の障害福祉サービス等も活用して，幼
児児童生徒の居場所の確保に取り組むこと。や
むを得ず，福祉サービスの人員確保の問題等で
幼児児童生徒の居場所を確保できない場合等，
臨時休業措置をとれない場合は，多くの幼児児
童生徒が同じ場所に長時間集まることのないよ
う，必要な対策を行ったうえで，必要最小限の
人数に絞って登校させる等の特段の配慮を行う
こと。また，特別支援学校の寄宿舎については，

基本的には学校に準じて休業するものと考えら
れるが，保護者が迎えに来られない場合等，個
別の状況に応じて柔軟に対応すること」を求め
た。
　日々の教育活動では，文部科学省（2020b）
に則して障害のある児童生徒への対応が各学
校・教師によって行われ，「こうした学校等の
対応に際しては，必要に応じ，学校医等の助言
を得ること，児童生徒等の安全確保などの観点
から指導や介助等において必要となる接触など
について保護者に対し事前に説明することが重
要」とされている。「基本的な感染症対策は同様」
としながら「認知の特性により手洗いや咳エチ
ケットの指導の徹底が難しい児童生徒等や感覚
に過敏がありマスクを常時着用できない児童生
徒等が在籍」しており，「特性に応じた配慮を
検討することが必要」としている。
　さらに文部科学省は，COVID-19 対策として 
ICT を活用した児童生徒の学習活動を推奨し，
自宅等においても学習を継続できるようオンラ
イン学習が行える環境を積極的に整えることを
設置者や教職員に要請している。
　太田ほか（2021）が調査したコロナ禍におけ
る 47 都道府県教育委員会 Web サイトに公開さ
れている特別支援学校在籍児童生徒向けのコン
テンツや動画は，47 都道府県中 19 県 40.4％で
確認された（2020 年 12 月時点）。動画を視聴し，
自学自習できる子どもには有効な学習支援コン
テンツとなると思われるものの，中重度の知的
障害児には動画視聴による学習よりも実体験を
伴う学習活動が必要と述べている。
　鈴木ほか（2021）による調査でも「障がいの
多様化という観点からも，多様な学び方につい
て考える契機となった。教育課程の見直しを検
討している」等の意見が挙がっている。
　坂本ほか（2022）は，臨時休業期間における
オンライン授業等の実施状況を岐阜県立特別
支援学校 19 校に調査している。オンライン授
業は全校で実施され，その配信授業数は延べ 
5,236 コマであったが，いわゆる「準ずる」教
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育課程の学習内容や下学年適応の授業では「学
習内容の深まり」「体験活動への対応」「授業時
数の確保」等に課題があったと述べている。さ
らに知的障害教育における教科等の授業では

「保護者の協力」「デイサービス等との調整」「知
的障害児用コンテンツの開発」「同時双方向的
学習への対応」等が，自立活動を中心とした授
業では「保護者の協力」「デイサービス等との
調整」「表出の読み取り」「重度重複障害児用コ
ンテンツの開発」等が検討課題であった。
　武田ほか（2021）は，「『安全』と『教育』の
バランスをとることが課題」であり，社会不安
のなかにいる子どもにとって「心理的に『いつ
でもそばにいる（Being）』状態がコロナ禍，ポ
ストコロナ社会においては必要不可欠なこと」
と述べている。大牧ほか（2021）は，コロナ禍
の特別支援学校に在籍する児童生徒には安全の

確保や生命維持について考える必要が生じ，教
育現場に求められているのはこれまでの教育を
復元することではなく，教育をさらなる次元に
引き上げることで新しい教育の姿を生み出し，
その質を高める必要があると指摘している。
　
３．�コロナ禍における知的障害児（知的障害を
有する自閉症を含む）の「学習・生活・発
達」の困難と支援ニーズ

３．１　コロナ禍における知的障害児の生活実態
　大津市障害者自立支援協議会（2020）は，障
害のある子ども（知的障害約 63％，発達障害
約 19％）の保護者にコロナ禍における生活実
態の調査を行っているが，「生活リズムが乱れ
た」55.6%，「子どもがイライラした」28.5％，「子
どもが運動不足で太った」25.9% 等の回答が挙
げられている（表 2）。

　日本自閉症協会が 2020 年 12 月に自閉症児者
家族 423 人（約 74％が知的障害を有する）を
対象として行った調査では，コロナ禍におけ
る自閉症当事者の精神的状態は「変わらない」
51.3%，「やや悪くなっている」34.0% であり，「よ
くある／たまにある」行動上の問題については
図１に示したように「強いこだわり」86.5％が

最も多く，自由記述で「コロナ禍におけるスト
レスの影響かこだわり行動がみられた」との回
答を示している（日本自閉症協会：2021）。
　知的障害児の精神的な状態の悪化の背景に
は，生活リズムの乱れや運動不足，睡眠の困難
等に関連があることが推察される。マスク着用
ができないことに対して注意を受けたり，利用

表 2　コロナ禍における知的障害・発達障害等のある子どもの様子
（大津市障害者自立支援協議会：2020）

質問項目 数 ％
１．子どもが，ちょっとしたことで，怒ったり泣いたりした。 52 19.3%
２．いつものパターンが崩れて混乱した。 56 20.7%
３．生活リズムが乱れた。 150 55.6%
４．子どもがイライラしていた。 77 28.5%
５．きょうだいげんかが多くなった。 60 22.2%
６．子どもが食べ過ぎて太った。 46 17.0%
７．子どもの食欲が落ちた。 15 5.6%
８．子どもが夜眠りにくくなった。 62 23.0%
９．子どもが運動不足で太った。 70 25.9%
10．子どもが運動不足でイライラしていた。 54 20.0%
11．できていたことをしなくなった。 42 15.6%
12．特に子どもに変化はなかった。 39 14.4%
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を拒否されたという回答が約 8 割，マスク着用
による生活の変化を感じた人は回答者 90 人中
79 人であったことが報告され，マスク着用に
関わる困難として「イライラする」「マスクを
噛んでいた」「マスクを使いすぎてしまう」「強
要されていると感じている」等の回答が多くみ
られる。
　山田（2021）は「『マスクが着けられない』
人たちに対する世間の寛容さは，小さな子ども
に比べて，重度知的障害者に対しては厳しい」
ことを述べており，周囲の理解が得られにくい
状況がうかがえる。
　放課後等デイサービスやショートステイ等の
居場所の確保にも困難があり，コロナ禍では利
用状況を変更せざるを得なくなっている。
　大津市障害者自立支援協議会（2020）の調査
では，休校中に保護者が困ったことについて「親
だけが感染した時，障害のある子どもを，どこ
で誰がみてくれるのかわからなかった」50.7％
であり，髙橋・柴田（2020）の調査によれば働
く保護者からは「職場の対応について『未就学
児の保護者への優遇はあっても，障害児保護者
への理解はなく早く帰れない』」との声が挙げ
られている。
　クラスター感染のリスクが高い場所として障
害児者入所施設が挙げられるが，山田（2021）
は自身でリスク管理できない知的障害者が感染
してしまった場合，その責任は支援者や福祉事
業所が負うことになるリスクがあるために，コ
ロナ禍で施設入所している知的障害者への管理

は一層強くなっていると述べており，コロナ以
前の日常を保障することの難しさがうかがえ
る。
　さて海外の研究動向においても，コロナ禍で
は知的障害児者の健康・生活・発達に関する多
様な困難が深刻化したことが指摘されている。
ヨーロッパ各国の当事者・家族組織の連合体で
あるインクルージョン・ヨーロッパ（Inclusion 
Europe）は，コロナ禍が知的障害者とその家
族の権利にどのように影響したかについて報
告しており，多くの知的障害者が再び隔離さ
れ，差別されたことを強調している（Inclusion 
Europe：2020）。
　医療面では，知的障害当事者において病院で
の治療へのアクセスは確実ではなかったこと，
病院が罹患者で満室となった場合に当人が治療
を受けることができるかどうかを判断するため
のトリアージが生じたことが指摘されている。
ベルギーの当事者組織「Unia」も，知的障害当
事者の証言により「知的障害者は優先事項でな
いといわれた」「知的障害のある人で泣き過ぎ
て，叫び過ぎたために病院から追い出された」
ことを示している。
　情報へのアクセス困難についてインクルー
ジョン・ヨーロッパは，知的障害当事者にはア
クセス可能な情報が提供されず，情報は読みや
すく理解しやすい言葉で提供されなかったこと
を示しており，サポートなしではインターネッ
トにアクセスできない人々もいれば，ガイドラ
インを理解するためにサポートが必要であった

図 1　自閉症の方本人のコロナ禍における行動上の問題　（日本自閉症協会：2021 より作成）
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ことも少なくなかったことが指摘されている
（Inclusion Europe：2020）。
　デンマークの当事者団体 Lev（livet med 
udviklingshandicap）は，2020 年に知的障害の
ある子ども・若者・成人の保護者へのコロナ禍
の実態調査を実施したが，ロックダウン時は，
ワークショップや社会サービス，STU（青少年
教育サービス），特別幼稚園は長期に渡って閉
鎖を余儀なくされ，多くの社会教育的な支援が
停止してしまったこと，回答者の約 70％がデ
イケア・サービスの閉鎖の影響を受け，ウェル
ビーングにある程度またはかなりの悪影響を与
えたことを示している（Lev：2020）。
　フィンランドの当事者団体 Tukliitto では，
コロナ禍における知的障害当事者の実態とし
て，「仕事や趣味，余暇活動の中止」「お店を訪
問すること，友人に会いに行くことの困難」「情
緒的スキルや言葉による表現が難しいために適
切なサポートを得ることが難しい」「サポート
住宅に居住している知的障害当事者は支援者に
会うことができない」ことなどが報告されてお
り，こうした日常生活の変容や孤立によって，
メンタルヘルスの悪化が深刻化することが指摘

されている（Tukliitto：2020a）。
　スウェーデンの知的障害当事者組織 FUB

（The Swedish National Association for 
Persons with Intellectual Disability）は，コロ
ナ禍における知的障害者の中核的な困難とし
て COVID-19 に関わる情報理解の難しさがあ
るとして，こうした困難に対する支援につい
て，COVID-19 に関する情報や具体的な感染症
対策（体調が優れない時は家にいる，手洗い・
手指消毒をする等）をまとめた動画「コロナウ
イルスに関する情報」やイラスト等の視覚情報

（図 2）をインターネット上で公開した（FUB：
2020）。
　さらに FUB は 2021 年 6 ⽉に知的障害者を
対象にパンデミックの影響に関する調査を実施
した（FUB：2021）。スウェーデンでは「機能
障害がある人々への援助とサービスに関する法
律」（LSS）によって知的障害者の日常活動に
関するプログラムが提供されているが，ワク
チン接種以前には回答者の 25％は「ときどき
日常活動プログラムがなされなかった」，14％
が「常になされなかった」と回答し，ワクチン
接種後も回答者の 22％が「まだ日常活動は実

図 2　コロナウイルスに関する画像支援（FUB：2020）
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施されていない」と回答した。また常に日常活
動に参加している知的障害当事者 56％は抱え
ている孤独感が少ないことが明らかにされ，パ
ンデミック禍における日常生活の継続の重要性
が示唆される。ワクチン接種以前においては
64％の知的障害当事者が孤独感を感じていた一
方で，予防接種が可能になった後は外での様々
な活動ができるようになったことで，その割合
が 42％にまで減少したことが明らかにされて
いる。
　「パンデミックの際に何を逃してしまった
か？」という質問には「FUB のミーティング
等で友人に会えない」等の「社会的な接触」，

「以前と同じように⽇常の活動に参加する」
「Lärvux（知的障害のある成人の特別教育）へ
の参加」等の「仕事と勉強」，「温水プールに行っ
て泳げなかった」等の「余暇活動」，「スペイン
の親戚のもとへの旅⾏」等の「外出と旅行」に
ついて語られ，これまでの日常活動，仕事，学
校等の日常生活や友人や仲間との関わりが当事
者にとって非常に重要なものであったことがう
かがえる。
　このように FUB は，当事者調査を通してコ
ロナ禍による生活の変化や日常生活の制限に
よって知的障害当事者の抱える孤独感の深刻
化，デジタルデバイドからの排除，さらには健
康問題の深刻化などの危機を浮き彫りにしてい
る。
　
３．２　�コロナ禍における知的障害児の学校教

育の実態
　休校期間中には知的障害のある児童生徒が遠
隔授業に取り組むことの難しさや遠隔での学習
機会が保障されていない状況も指摘されてき
た。髙橋・柴田（2020）は「子どもは障害が重
くて動画に注目することが難しい。本人はプリ
ント教材に取り組むことも困難で，日々何もせ
ずに過ごしている」「学校が配信した教材に興
味が持てない」といった保護者の声や「『動画
等の視覚的情報のみでは伝わらない発達段階の

子どももいる』といった理由から配信する教材
の内容や対象について，校内でなかなか意見が
まとまらなかった」といった教師の声を示して
おり，重度の子どもではプリント学習や遠隔授
業での学習の難しさがうかがえる。
　学校行事については「通常の授業以外のこと
はなるべくしないほうがよい」という意見も強
くあるなかで，調査に回答を寄せた教師は，学
校行事は「子どもの発達にとても重要である。
学校行事が苦手な子どもも経験の積み重ねで
徐々に楽しめるようになるため，１年間の空白
の影響はとても大きい」ことを指摘しており，
保護者からも障害の状況によりめったに旅行が
できないので宿泊行事を経験させたいという強
い要望が出されている（髙橋・柴田：2020）。
　矢野川（2022）は，2021 年 8 ～ 9 月に特別
支援学校の進路担当者を対象に現場実習や就労
支援の課題を調査し，「高３生徒の就職先確定
に向けて，候補先の企業のみでは就労に結びつ
くかどうか，不明確」「来年度以降の実習につ
いては，各企業の運営状況に大きく左右される」

「卒業生のアフターケアにおいて，企業の業績
不振から勤務時間が短縮されている卒業生が複
数名いる」などの課題を挙げており，コロナ禍
に伴う時間的・物理的制約があるなかでの雇用
候補先との丁寧な情報交換や調整の実施ととも
に，生徒自身から「困りごと」や希望など，当
事者の声を十分に聴くことの重要性を指摘して
いる。
　 海 外 の 動 向 を み る と， ス ウ ェ ー デ ン
は 日 本 の 小 中 学 校 に 相 当 す る 基 礎 学 校

（Grundskola）や知的障害児対象の特別基礎
学校（Grundsärskola）が閉鎖されなかった国
であるが，スウェーデン学校検査庁は基礎学
校の 247 校と特別基礎学校 13 校の校長にイン
タビューを実施している（Skolinspektionen：
2020）。特別基礎学校ではオンライン授業を実
施するのは適切でないと捉えており，一般的に
閉鎖が考えられる場合であっても，児童生徒の
ために特別学校の活動を維持するべきである
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と捉えていた一方で，2020 年春学期において，
ICT テクノロジーを利用する機会が拡充した
ことで，教師と児童生徒の双方のデジタルツー
ルの利用がいっそう促進されたことが明らかに
されている。また複数の特別基礎学校では個別
の計画に基づきながら教育支援が実施されたこ
と，児童生徒には必要なサポートが提供され，
学校生活は概ね維持されるとともに，児童生徒
の安心感につながったことも指摘され，特別基
礎学校の開校が維持されたことによって，知的
障害児が安心して学習・生活できたことがうか
がえる。とくに特別基礎学校では，コロナ禍に
おいて保護者が強く感染に関する懸念や不安感
を抱いており，子どもを家に留めようとしてい
たために，特別基礎学校の教師・スタッフは毎
日，児童生徒に連絡したり，家庭訪問を実施す
るなどして，子どもや保護者の経験する不安感
を和らげる工夫に取り組んでいた。
　デンマーク・ノルウェー・フィンランドで
はパンデミック初期からロックダウンが行わ
れ，社会からの隔離，学校教育の途絶，孤立・
孤独，各種サービスの断絶等に伴う各種の影響
が報告されている。デンマークでは 2020 年前
半において障害・特別なニーズを有する子ども
の教育は遠隔学習・ホームスクーリングではな
く対面授業で実施され，フィンランドでは「特
別な支援（special support）」に相当する子ど
もの場合は，それが学習に不可欠と考えられ
る場合，対面授業に参加することが許可された

（EDUFI：2020）。
　フィンランドの当事者組織「Tukiliitto」は，
緊急事態宣言により知的障害当事者の多くが不
安や恐怖感を経験していたこと，知的障害等の
特別支援や延長義務教育を受けている児童生
徒の約 9％のみが地域の教育を受けることがで
き，それ以外の子どもの多くは在宅を余儀なく
され，日常生活をサポートするサービスが不十
分となってしまったこと，またコロナ禍におい
て特別教育アシスタントの雇用形態が不安定に
なった一方で，アシスタントが児童生徒の家に

訪問して指導することが効果的であったことを
指摘している（Tukiliitto：2020b）。
　インクルージョン・ヨーロッパは，学校が閉
鎖されオンライン授業が開始された時に知的障
害児はリソースにアクセスできず，支援もな
かったために取り残されたことを指摘してい
る。例えばフランスでは，学校閉鎖時にオンラ
イン学習が開始されたが，知的障害児はデジタ
ルツールが十分に利用できず，教師も十分な対
応ができなかった。当事者組織「Unapei」が知
的障害児へのデジタルサポートとともに，言語
療法活動などの教育リソースの提供をしたとの
報告もある（Inclusion Europe：2020）。 
　
４．�コロナ禍における発達障害児の「学習・生
活・発達」の困難と支援ニーズ

４．１　コロナ禍における発達障害児の生活実態
　発達障害情報・支援センター（2021）は，
2020 年 7 ～ 8 月に発達障害当事者と家族に調
査を実施した（表３）。コロナ禍において発達
障害当事者は多様な困難を有し，家族の回答と
比較すると当事者は他者が捉えている以上に生
きづらさを抱えていたことがうかがえる。「こ
れからの生活に関する自信の状態や気持ち」で
は「いつまでこの状態（コロナを気にかけな
がらの生活）が続くのか，とても不安／気持ち
が落ち込む」62％，「将来の生活について，あ
まり希望がもてない」48％，「感染予防に気を
つけながら，趣味の時間や人とのつながりを
大切にしたい」45％，「学校生活や仕事に，こ
れまで以上の影響が出ないか，とても心配だ」
42％，「コロナについて色々な情報があふれて
いて，何を信じたらいいかわからずに，混乱し
ている」35％の回答が明らかになっている。
　このようにコロナ禍に伴う生活様式の変化等
によって不安が強く，あまり将来に期待がも
てない一方で，「感染予防に気をつけながら，
趣味の時間や人とのつながりを大切にしたい」
45％のように，余暇や人との関わりを求めてい
ることも指摘できる。そうしたなかで相談でき
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る人や場所（機関）については「いる・知って
いる」65％であり，発達障害当事者は不安を抱
えやすいからこそ人とのつながりを求めたり，
相談できる場を確保している様子が推測され
る。
　生活リズムに関わる困難については，国立精
神・神経医療研究センター（2021）が 2020 年
5 月に 6 〜 18 歳の神経発達症（発達障害）の
子どもの保護者 136 人を対象に質問紙法調査を
実施し，緊急事態宣言下で母親が通常勤務を継
続した場合ならびに小児の睡眠リズムが変化し
た場合は，親と子どもの QOL が有意に低いこ
とを明らかにしている。母親が通常勤務を継続
した場合や小児の睡眠リズムが変化した場合で
も，親の抑うつや不安，育児ストレスが低い場
合，または子どもの不適応行動が少ない場合に
は親と子どもの QOL は維持されやすいことが
示された。
　染谷ほか（2020）の聞き取り調査によると，

コロナ禍の「巣ごもり」において発達障害当事
者は「集めた情報に振り回されることなく，上
手に取捨選択をしていくことや，必要な情報を
理解するということが非常に難しかった」こと
が示されるとともに，本人としては「日常生活
の多くのことが変化し，ストレスが溜まりやす
い状況」であり，さらには「巣ごもり」中では
ストレスへの対処方法がいっそう限られて，暴
飲暴食，ゲーム依存等の「問題行動によるスト
レス発散」が続いてしまったとの意見が出され
ている。
　コロナ禍におけるスマートフォンやゲームの
使用については，発達障害の有無に関わらず
コロナ前よりも増加傾向にあり，2020 年 9 ～
10 月の調査において約 41% が「テレビ・スマ
ホ・ゲームの時間がコロナ前よりも増えた」と
回答しているが（国立成育医療研究センター：
2020b），2020 年 7 ～ 8 月に行われた発達障害
情報・支援センター（2021）の調査によると，

表 3　コロナ禍において発達障害当事者が抱える困難
（左：本人，右：家族，発達障害情報・支援センター：2021）

最近のあなたについて，あてはまるものをすべて選
んでください。＊「日本でコロナが流行る前」（今
年 1 月頃まで）と，「最近」（この 1 ～ 2 週間）を比
べて考えてください。

割合

身体的な不調が増えた／身体症状が悪化した 38%
睡眠の問題が増えた（寝つきが悪い，途中で目が覚
める，以前より早く目がさめる，昼夜逆転など）

43%

食欲が大幅に変化した（減った／増えた） 25%
［20 以上の場合］飲酒量が約 2 倍（またはそれ以上）
になった

8%

仕事や学校に行くのがきつくなった（遅刻が増えた，
時々休むようになったなど）

18%

感染がこわくて，手を洗う回数が極端に増えた（例：
1 日に 6 ～ 7 回→ 1 日に 20 回）

16%

感染がこわくて，必要な外出（通学／通勤／通院／
生活必需品の買い物など）ができないことがあった

25%

怒りっぽくなった／気分の浮き沈みが大きくなった 42%
家庭内（親子／兄弟／パートナー）でのトラブルが
増えた

23%

お金に関する心配ごとが増えた 41%
特に変わったことはない 14%

最近のご本人の様子について，あてはまる
ものをすべて選んでください。＊「日本で
コロナが流行る前（今年 1 月頃まで）」と「最
近」（この 1 ～ 2 週間）を比べて答えてく
ださい。

割合

身体的な不調や症状を訴えることが増えた 18%
睡眠の問題が増えたようだ（寝つきの悪さ，
寝起きの悪さ，途中で目を覚ます，普段よ
り早く目をさます，昼夜逆転など）

29%

食欲が大幅に変化したようだ（減った／増
えた）

16%

通学するのがきつそうになった（遅刻が増
えた，時々休むようになった，登校しぶり）

18%

感染をこわがり，手を洗う回数が極端に増
えた（例：1 日に 6 ～ 7 回→ 1 日に 20 回）

3%

感染をこわがり，外出（通学／余暇など）
ができないことがあった

13%

怒りっぽくなった・イライラしやすくなっ
た／気分の浮き沈みが大きくなったようだ

38%

家族とのトラブル（親子／兄弟）が増えた 23%
特に変わったことはない 27%
その他 14%



田部・石井ほか：コロナ禍と障害を有する子どもの「いのち・生活・発達」の困難・リスクに関する動向 49

調査回答時点の 1 ～ 2 週間でパソコン・スマホ
の使用状況が毎日 1 ～ 3 時間以上増えた子ども
は約 60％であったことを報告している。
　感染症対策のうち外出の際の身体的距離の確
保や非接触対応等に関わる困難については，全
国 LD 親の会（2020）が 2020 年 9 ～ 10 月に行っ
た調査では約 14％が「ある」と回答しており，
具体的には「距離感がわからない。パーソナル
スペースがうまく取れない」「話をするときの
声が大きい」「衛生エチケットを守らない人を
見るとあからさまに嫌な表情や態度が出る」こ
とが報告されている。
　発達障害情報・支援センター（2021）は「本
人がマスクを嫌がったり，未だに手の指をなめ
たりするので，怖くて外出，特に外食ができな
い」「マスクもできないし，人混みで大声を出
すこともあるし，気になるものがあるとすぐに
触ってしまうし，感染対策が非常に難しい」「病
気が怖い，感染するのが怖い思いが行動の幅を
狭くして，家に引きこもりがち」「病気の感染
に対して極度の不安を覚え事あるごとに手洗い
消毒を繰り返し止めると不穏になって暴言や地
団駄踏んだりして困る」「相手がマスクをして
いると，よく知っている人の顔が分からない，
相手の表情が分からず不安になる」等の状況を
報告している。
　海外の動向をみると，カナダの小児医療研究
機関「Sick Kids」は，コロナ禍の緊急措置に
伴う子どものメンタルヘルスの影響について
検討しているが，6 〜 18 歳の子どもの保護者

（n=1,013），10 〜 18 歳の子ども（n= 385）を
対象に，うつ病・不安・過敏性・注意力・多動性・
強迫観念の 6 領域にわたるメンタルヘルスの変
化を明らかにしている。調査結果によれば子ど
もの 67 〜 70％が少なくとも 1 つのメンタルヘ
ルス領域で悪化したこと，メンタルヘルスの悪
化には社会的孤立やストレスによる影響が最も
強いことが示されるが，うつ病，過敏性，注意力，
多動性の悪化は，自閉症スペクトラム症（ASD）
の診断のある子どもで最も高く（56.1–66.7％），

不安と強迫観念の悪化は，ASD とともに精神
疾患を有している子どもで最も高かった。こう
した結果は，ASD の子どもはコロナ禍に伴う
社会的孤立やストレスに想像以上に大きな影
響を受けていると捉えられている（Cost ほか：
2022）。
　 ス ウ ェ ー デ ン の 発 達 障 害 当 事 者 組 織

「Attention」は，コロナ発生から約 1 年経過し
た 2021 年 4 月に約 1,500 人の発達障害（自閉
スペクトラム症，注意欠如多動症等）の当事者
とその家族を対象に，コロナ禍によって発達障
害本人・当事者にどのような影響を受けたかに
ついて調査を実施した。約 45％が過去 1 年間
に心身の健康状態に大きな影響を及ぼした，あ
るいは非常に大きな影響を及ぼしたと回答して
いる。ある当事者は「人生の熱意を失った。本
当に寂しくなりました」「私は不安が増し，心
配して，リラックスして回復する時間がありま
せん」と述べているように，「孤立の高まり」「余
暇活動の中止」「社会や周囲からの支援不足」
によって，心身の健康状態に悪影響がもたらさ
れたことがうかがえる。その一方で，「社会的
接触」が減り，デジタル化が進む中でメンタル
ヘルスや日常生活が改善されたと回答する当事
者もいる（Attention：2021）。 
　自閉症当事者組織「デンマーク自閉症協会

（Landsforeningen Autisme）」の当事者カミラ
さんは「ストレスを感じています。これがいつ
まで続くかわからないので，悲しくてつらいで
す。このコロナ禍には未知数なことがたくさん
あります。ナビゲートするのに苦労していま
す」と述べているが，自閉症当事者はコロナ禍
による日常生活の不確実性や不透明性によって
生きにくさを経験していることがうかがえる

（Landsforeningen Autisme ウェブサイト）。
　
４．２　�コロナ禍における発達障害児の学校教

育の実態
　持田（2020）は，コロナ禍における知的障害
や発達障害の子どもの学校生活に関わる困難に
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ついて教師への聞き取りを行ったところ，「行
事が中止になったことで，ひどく落ち込み，無
力になってしまった」等の予定変更に関わる困
難，「家庭学習用に出された課題内容を理解で
きず，パニックになってしまう」「オンライン
授業のほうが参加しやすいという子も中にはい
るが，多くは，オンデマンド型では理解しにく
かったり，双方向型には苦手意識が強かったり
して，授業には参加できない」といった学習に
関わる困難を報告している。
　遠隔授業では「人目を気にしたり，物音が気
になったりすることがなくて良い」という肯定
的な声もあげられており（特定非営利活動法人
凸凹ライフデザイン：2021），コロナ禍による
長期休校で，オンラインを使った教育を模索す
る動きが広がったなか，時間や場所に縛られな
い新しい学び方が学校での一斉授業になじめな
かった子どもに適している例も報告されてい
る。
　野口（2021）は，発達障害児の中には見通し
が立ちにくい，教室以外の場は指示がわかりづ
らいといった理由から学校行事への参加に困
難さをもつ子どもが少なくないことを述べてい
るが，日本発達障害連盟（2021）はコロナ禍で
こうした活動が中止になっている現状について

「授業関連活動については，個人的には取り組
みたくないが授業であるためにしぶしぶ触れて
みる，という体験も失われている」ことや「縦
割り活動が中止となっている学校もあり，異年
齢の子どもや『あまり知らない子』との距離の
取り方，交流の仕方などを経験する機会がない」
ことを示している。
　コロナ禍で見られた新しいタイプの不登校と
して「家族全員が在宅になったため学校に行け
なくなった」というケースがあったことも示さ
れ，「なんとか頑張って，なんとなく登校して
いた」子どもの辛さが炙り出されてくるパター
ンはコロナ禍での新しい不登校の形の一つであ
るという（日本発達障害連盟：2021）。
　海外では，米国における思春期の ADHD の

子ども 620 人と ADHD でない子ども 614 人を
対象に実施された調査において，ADHD の子
どもは COVID-19 の症状（d ＝ 0.25），睡眠困難 

（d ＝ -0.52），感染リスクに対する恐怖と否定
的な感情（d ＝ -0.56），遠隔学習の困難（d ＝
-0.54），COVID-19 制限に関連する規則違反行
動（d ＝ -0.23），家族の対立（d ＝ -0.13），次
の学年への準備が不十分であったこと（d ＝
0.38）を報告している。すなわちパンデミック
中において ADHD の子どもは保護的な環境変
数（保護者の監視，学校への関与など）に対す
る反応が鈍く，対面での学校教育や日常活動に
戻るためにより専門的サポートが必要になる
場合があると指摘している（Rosenthal ほか：
2021，表 4）。
　 ス ウ ェ ー デ ン の 発 達 障 害 当 事 者 組 織

「Attention」の調査によれば，回答者の 58%
が「学校・幼稚園・課外活動がパンデミック
の影響を受けている」と感じており，とくに
困難を抱えている状況として「遠隔教育の困
難」33%，「適応困難」29%，「サポートの不足」
28%，「学校欠席の増加」27%，「学校職員の減
少」23%，「劣悪な学校環境」23%，「成績が目
標に達していない」20% 等が明らかにされてい
る（Attention：2021）。
　とくに遠隔教育やホームスクーリングを継続
的に行うためには保護者の負担や労力の軽減が
不可欠となった。例えば，調査対象の保護者か
らは「私は⾃分の仕事をするのと同時に，息⼦
が追いつくための条件を整える必要がある」「遠
隔教育を機能させるのは難しい。家族の多⼤な
努⼒が必要」「子どもを励ますには多くの時間
がかかる。さもなければ子どもは⼀⽇中ベッド
を離れないままである」との言及もあり，発達
障害児にとって遠隔学習等では学習機会が十分
に保障されず，様々な困難を抱えながら生活を
していたことがうかがえる。
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　遠隔学習に関わる困難は米国でも報告されて
いる。EdWeek Research Center の調査による
と，2020-2021 学年度において完全に遠隔学習
を行っている学校では対面学習を行っている学
校よりも欠席率が有意に高いという結果が出て
いる（Daily Wire：2022）。
　米国で対面式の学校が閉鎖された 2020 年 5
月～ 6 月に思春期の青年とその保護者を対象
に行われた調査の結果では，COVID-19 が発生
する前に受けていた学校ベースのサービスは，
COVID-19 の遠隔学習中も継続されたのはわず
か 59% であり，家庭の 22% が遠隔学習をサポー
トするために経済的費用を負担していたこと，
ADHD の青少年は ADHD でない青少年よりも
ルーティンとして行っていることが少なく遠隔
学習が困難であったこと，保護者は遠隔学習の
管理に自信がなく，家と学校とのやり取りをサ
ポートすることが困難であったことを報告して
いる（Becker ほか：2020）。
　米国のアパラチア地方の 6 ～ 17 歳の子ども

49 人と保護者を対象に行われた調査では，神
経発達症の農村地域の低所得家庭出身者は最も
遠隔学習の困難が大きいことを示しており，ア
パラチア地方の子どもの 87% は推奨される量
の直接的な遠隔指導を受けておらず，子どもの
感情の調節不全や保護者の精神病理がこうし
た状況に大きく関わっている様子が示された

（McFayden ほか：2021）。
　学校閉鎖のメリットについても指摘されてい
る。フランスでロックダウン中に ADHD の保
護者 538 人を対象に行われた調査では，学校閉
鎖中は学校関連の負担が少なく，子どものリズ
ムを尊重した柔軟なスケジュールになったこと
で子どもの不安が改善したこと，この機会に子
どもの学習面における不注意と ADHD 症状に
対する保護者の意識が高まったことを報告して
おり，保護者による子どもの困難への理解とい
う面で良い影響があったことも示されている

（Bobo ほか：2020）。

表 4　ADHDの子どもとADHDでない子どもにおける困難の比較（Rosenthal ほか：2021）
ADHD 非 ADHD

変数 t 値 p 値 Cohen's d 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
COVID の結果
　ルールを破る -3.827* <.001 -0.225 1.98 1.05 1.77 0.87
　コロナへの不安 -1.393 .164 -0.082 2.29 1.14 2.20 1.04
　次年度への準備 6.449* <.001 0.380 2.97 0.95 3.34 0.95
　コロナを深刻に受け止める -0.006 .995 <0.001 3.78 0.89 3.78 0.93
　遠隔学習でのトラブル -6.510* <.001 -0.56 2.84 1.26 2.17 1.10
　コロナに感情が揺さぶられる -4.70* <.001 -0.341 1.61 .84 1.36 0.63
　睡眠の問題 5.472 <.001 0.524 11.04 2.34 12.21 2.09
　コロナの症状 4.41* <.001 0.25 0.36 1.15 0.14 0.59
　自己検疫 1.3 .092 0.10 0.02 0.14 0.01 0.11
　医療利用の変更 4.87* <.001 0.27 0.29 0.45 0.17 0.38
パンデミック前の予測因子
　両親のモニタリング 4.432* <.001 0.255 4.34 0.51 4.47 0.45
　学校の関与 4.997* <.001 0.287 12.58 2.50 13.27 2.25
　ポジティブな学校環境 3.376* .001 0.194 19.90 2.95 20.43 2.54
パンデミック時の予測因子
　スクリーンタイム -0.679 .497 -0.040 4.84 3.08 4.72 2.99
　家庭内不和の増加 -2.297* .022 -0.133 2.48 1.20 2.32 1.15
　日々のスケジュール -1.503 .133 -0,089 3.40 1.17 3.29 1.16
　身体活動（時間／日） -6.47 .517 -0.041 1.43 1.55 1.37 1.50
　身体活動（日／週） 1.184 .237 0.070 3.13 2.10 3.28 2.02
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５．おわりに
　本稿では，国内外のレビューを通して，コロ
ナ禍における知的障害・発達障害を有する子ど
もの「いのち・生活・発達」の困難・リスクを
明らかにし，そのなかにあって果たすべき学校
教育や発達支援の意義・役割について，子ども
の声・支援ニーズを中心に明らかにしてきた。
　コロナ禍においては障害・疾病等を有する子
どもは重症化する可能性があるために，通常よ
りも厳格な感染予防対策が必要であり，社会・
学校・家庭生活において関係性の断絶・隔絶を
経験しやすいことから，生活や発達の困難・リ
スクも大きい。そのなかで障害・疾病を有する
子どもの日常生活・学校生活を保障することの
意義は大きく，それに果たす学校教育と教師の
役割はきわめて重要であることが確認された

（能田ほか：2021，石井ほか：2022，髙橋ほか：
2022）。
　障害等を有する子ども・若者の場合にはコロ
ナ禍で生じた困難や支援ニーズは高いと考えら
れるが，障害等を有する子どもとその家族が有
する特異の困難・支援ニーズを十分に把握・対
応されてきたとは言い難く，国内外の調査研究
も不足している。今後もさまざまな感染症や自
然災害等により，児童生徒がやむを得ず登校で
きない状況に陥ることが想定される。子どもが
コロナ禍で抱えている発達危機は以前から生じ
ていた問題とも不可分な関係にあり，それがコ
ロナ禍によって一層深刻化したとして，その実
態を把握していくことも不可欠である。
　子どもにおける後遺症・Long Covid 等の影
響とその支援のあり方も長期的に把握すべき課
題となり，コロナ禍における二次的な発達困難
を予防していくプロセスについても研究が必要
である。感染症パンデミック・自然災害等の災
禍において脆弱な状況にある障害・疾病等を有
する子どもの「いのち・生活・発達」を保障す
ることは，災禍において全ての子どもの「いの
ち・生活・発達」を守る盤石でインクルーシブ
な社会的基盤を築くことにもつながるであろ

う。
　本稿にもとづき，2021 年に実施した予備的
調査をふまえて「コロナ禍における障害・疾病
等を有する子どもの発達リスクと発達支援に関
する全国調査」を準備している。
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